
 

 

 

物価高騰などに対し支援します 

 

エネルギー・食料品などの物価高騰に対応するため、市民や事業者を対象に支援

します。 

  

1 事業名、事業費および財源内訳 

⑴ 事業名、事業費 

事業名 事業費 

水道事業会計繰出金（水道基本料金負担軽減対策事業） 8,299 万円 

学校給食費 1,706 万 4 千円 

合 計 1 億 5 万 4 千円 

⑵ 財源内訳 

事業名 
財源内訳 

国庫支出金 一般財源 

水道事業会計繰出金 

（水道基本料金負担軽減対策事業） 
2,679 万 4 千円 5,619 万 6 千円 

学校給食費 550 万 9 千円 1,155 万 5 千円 

合 計 3,230 万 3 千円 6,775 万 1 千円 

 ※国庫支出金は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 

 

2 支援の概要 

⑴ 水道事業会計繰出金（水道基本料金負担軽減対策事業） 

ア 概要 

水道基本料金の減免 

イ 対象 

水道供給区域のうち、市内全ての給水契約者（国、県、市（指定管理施設含

む）の施設などは対象外） 

  ウ 対象件数 

    約 39,800 件（1 カ月） 

エ 支援内容 

令和 7（2025）年 8・9 月検針の水道基本料金を減免（詳細は別途発表） 

⑵ 学校給食費 

ア 概要 

市立学校などの児童、生徒の給食材料費高騰に対する支援 

イ 対象 

小・中学校および特別支援学校の児童、生徒 

ウ 対象者数 

4,793 人（令和 7（2025）年 4 月 1 日（火曜日）時点の児童・生徒数） 

  エ 支援内容 

    児童、生徒の給食材料費の高騰相当額（1 人当たり 3 千円程度）を支援 
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